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　結局、あの内閣不信任騒動は何だったのか、という思いが募る。結局のところ、国会の会期が70日間延期され、第2次補正予算と公債特例法さらに固定電力買い取りを定めた新エネルギー法案まで自分の手でやりたい、と菅総理は発言されているが、その実現に向けての展開はよく読めない。24日には復興基本法が成立したことを受けて内閣の改造が行われるが、復興担当相として松本防災担当大臣が横滑りすることで決着したようだ。亀井国民新党代表が提案していた大幅な内閣改造は見送られることになりそうだが、それとても何が次に起こるのか、良く判らない、というのが今の政局なのだろうか。民主党の両院議員総会が２８日に開催されることになったが、そこでの論議の行方も今後の政局の展開にとって見逃せない。
□2015年消費税率10%を待ち受ける難関

先週20日には決定したい、としていた「社会保障と税一体改革案」は、民主党内の反対の声が強く24日の金曜日だけでは決着がつかず、27日午後、党内論議を再開して結論を得る方向となり、決定は一週間延期されることになった。もちろん、27日に決着がつけられるのかどうか、それとても未だ判然としていない。元々政権交代が実現した際、鳩山総理が4年間は消費税を上げないと宣言して発足したのだが、菅総理に交代した昨年6月、記者会見をして自民党が提起している消費税率10%への引き上げに言及し、参議院選挙序盤で低所得者には還付するとして「低所得者を200万円、300万円、400万円と変転」し「あれよあれよとバナナの叩き売り」のごとく数字が踊る中、結果は敗北を喫した戦犯として未だに批判され続けてきている。直後に実施された昨年９月の代表選挙でも、菅総理は堂々と前面に出して訴えたというよりも、おずおずと今後の社会保障財源や財政再建にとって消費税を含む税制改革が必要であると発言をされていたのだが、なにせ「唐突な消費税増税発言」のお詫びから入らなければならなかっただけに、迫力を欠いたことは否めない。
□野党側との協議に入ること自体が、最大の難関だ

　問題は、これからの展開の中で民主党内での決着がつけられるかどうか、というだけでなく、もう一つの山は連立を組んでいる国民新党との合意という問題もある。国民新党は、今の時点での消費税の引き上げには反対の意向であり、ここでの合意が不可欠なだけに第二の難問が立ちはだかる。それを経ても、今度は野党側との政策協議という最大の難問に直面する。消費税の10％への引き上げという課題について、自民党も同じ主張をしているからといって、おいそれと政策協議にはせ参じてくれるかどうか、まことに心もとない。一つには、ねじれ国会になっていながら、居丈高な発言や挑発的な言動を繰り返してきた菅総理に対する不信感が根強く存在しており、今回の不信任騒動でも、民主党内の混乱に巻き込まれたために「王手飛車取り」が「失敗」したこともあり、容易に政策協議に入ってくる見込みはないと見るべきであろう。さらに、今回の社会保障・税の一体改革案には、民主党の主張していた年金改革の将来像は、ポンチ絵までは出ているものの、依然として数値が入ったものは出されておらず、約束違反ではないか、と厳しく批判してくることは必至であろう。
□衆参のねじれ、統治機構の大問題を解決できる政治の“わざ”を
　更に、７０日間延長して約４０兆円もの赤字国債の発行ができるためには、特例公債法案の可決が必要であり、参議院で否決されても与党側は衆議院での３分の２の再議決できるだけの数を要していないだけに、その解決すら見通しが立たないでいる。この特例公債法案が可決されなければ、やがて各種の手当や公務員給与などの支給がストップし、国民生活に支障が出てくるという批判が出て、野党側も応じざるを得ないという予測も出ているようだが、責任という点で政権を担っている与党側に対して国民は厳しく批判してくることは必至であり、きちんとした参議院での賛成が得られるような体制に変えていかなければ、民主党の代表が交代したからといってどうなるものでもない。かねてより指摘してきた衆参二院制度の抱えている統治機構上の問題点を、きちんと改革していく必要性こそがいま真剣に求められている。この点は、今野党になっている自民・公明両党も２年前まで経験してきたことであり、再び政権に復帰したとしても同じ問題に苦しまされることは必至なだけに、何とかこの機会に“解決しうる仕組み”を作り上げてもらいたい。まさに、政治とは可能性のアートなのだ。
もしも、この点の解決ができないで、デフレ継続のもと雇用不安・生活不安の増大するなかで、東日本大震災と福島原発問題の難問解決に直面して、この衆参ねじれ問題にかこつけた政党間の不信に基づく非建設的な批判の応酬が続けば、議会制民主主義という根幹を大きく損なう危険性に警告が発せられてしかるべきだろう。事態は、戦前の関東大震災から昭和恐慌を経て、軍部の台頭による第二次世界大戦へと至った歴史的経験に深く学ぶ必要があろう。今こそ、与野党の責任ある政治家のかたがたは、この難局をどのように打開していくべきなのか、事態を深刻に捉えて「責任ある政治」を展開していくべき重大な歴史的局面を迎えていると自覚して欲しいものだ。
□脱原発は太陽光エネルギーの大転換、中沢新一論文の提起したもの

さて、前回も指摘した中沢新一氏の書かれた月刊誌『すばる』７月号の「日本の大転換」（下）を読むことができた。原子力発電というエネルギー革命（氏は第７次革命としている）から、次の第8次革命に向けての問題提起はまことに穏やかなもので、ちょうど地球が太陽から分離して生命を誕生させてきた中で起こった光合成を、今度は現代の文明によって作られた各種半導体を通じて太陽光エネルギーを電力エネルギーに転換していく方向を提起されている。まさに、脱原発の政策として世界各国で検討されている太陽光発電への転換に、理論的な根拠を与えられており、納得的である。しかも、その転換は、生態系を外部から破壊し、社会から内閉的な資本主義システムから新しい経済システムとして外部性に開かれた、中庸で贈与性やキアスム構造を秘めたものに転換することに対応していると喝破されている。資本主義システムの転換については、今後中沢氏が書こうとされている『黄色い資本論』についての分析に待ちたいが、いずれにせよ、大きなパラダイム転換について考えさせられる論文であることは間違いない。
